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１ 法人の基本情報 

(1) 法人の概要 

① 目 的 

     地方独立行政法人法（平成15年法律第118号 最終改正：令和元年６月14日（令和

元年法律第37号））に基づき、産業技術に関する試験、研究、相談その他の支援を

行うとともに、これらの成果の普及及び実用化を促進することにより、産業技術と

ものづくりを支える知と技術の支援拠点として、中小企業の振興等を図り、もって

大阪経済及び産業の発展並びに住民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 

② 業務内容 

  地方独立行政法人大阪産業技術研究所定款第11条に定める下記の業務を行う。 

     １) 産業技術に関する試験、研究、相談その他の支援を行うこと。 

２) 上記の業務に係る成果の普及及び実用化を促進すること。 

３) 法人の施設及び設備の提供に関すること。 

４) 産業技術に関する情報を収集し、及び提供すること。 

５) 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

③ 沿革 

  平成29年４月１日に、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所と地方独立

行政法人大阪市立工業研究所が、新設合併（地方独立行政法人法第112条）し、地

方独立行政法人大阪産業技術研究所となる。 

 

④ 設立に係る根拠法 

  地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 

  （最終改正：令和元年６月14日（令和元年法律第37号））  
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⑤ 組織図（令和２年３月31日現在） 

    

     

 

 

 (2) 事務所（従たる事務所を含む。）の所在地 

    本部・和泉センター：和泉市あゆみ野二丁目７番１号 

      森之宮センター：大阪市城東区森之宮一丁目６番50号 

有 機 材 料 研 究 部

生 物 ・ 生 活 材 料 研 究 部

電 子 材 料 研 究 部

物 質 ・ 材 料 研 究 部

環 境 技 術 研 究 部

技 術 サ ポ ー ト セ ン タ ー

森 之 宮 セ ン タ ー 企 画 部

研究管理監
総 務 部

経営企画監

高 分 子 機 能 材 料 研 究 部

研究管理監
総 務 管 理 部

経営企画監

業 務 推 進 部

顧 客 サ ー ビ ス 部

加 工 成 形 研 究 部

金 属 材 料 研 究 部

金 属 表 面 処 理 研 究 部

電子・機械システム研究部

製 品 信 頼 性 研 究 部

応 用 材 料 化 学 研 究 部

和 泉 セ ン タ ー 経 営 企 画 部

理事長

副理事長 経 営 企 画 本 部

理　事
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(3) 資本金の額及び出資者ごとの出資額（令和２年３月31日現在） 

                               （単位：百万円） 

出資者 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

大阪府 10,069 0 443 9,626 

大阪市 4,853 0 0 4,853 

 

(4) 役員の状況（役職、氏名、任期、担当及び経歴） 

（令和２年３月31日現在） 

役 職 氏 名 
任 期 

経   歴 
担 当 

理事長 
中許 昌美 

なかもと まさみ 

自 平成31年4月1日 

至 令和3年3月31日 

（２年） 

昭和53年4月 大阪市採用 

平成18年4月 経済局工業研究所 

有機材料課長 

平成20年4月（地独）大阪市立工業研究所 

有機材料研究部長 

平成22年4月 同所 理事(研究担当) 

平成24年4月 同所 理事長 

平成29年4月（地独）大阪産業技術研究所 

           理事長（現職） 

・経営企画本部長 

・知的財産会議議長 

副理 

事長 

小原 理恵 

おはら りえ 

自 平成31年4月1日 

至 令和2年3月31日 

（２年） 

昭和60年4月 大阪府採用 

平成22年4月 福祉部福祉総務課長 

平成24年4月 健康医療部副理事 

平成26年4月 総務部副理事 

平成28年4月 商工労働部雇用推進室長 

平成29年4月 監査委員事務局次長 

平成30年4月（地独）大阪産業技術研究所 

           副理事長（現職） 

・コンプライアンス

統括推進者 

・入札審査会会長 

理事 
水越 朋之 

みずこし ともゆき 

自 平成31年4月1日 

至 令和3年3月31日

（２年） 

昭和61年4月 大阪府採用 

平成23年4月 大阪府立産業技術総合研究所 

総括研究員 

平成24年4月（地独）大阪府立産業技術総合 

研究所 金属材料科科長 

平成28年4月 同所 経営企画室経営戦略課課

長 

平成29年4月 （地独）大阪産業技術研究所 

           和泉センター経営企画本部経営

企画監 

平成31年4月 同所 理事（現職） 

 

・和泉センター長 

・コンプライアンス

推進委員会委員長 

・入札審査会副会長 
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理事 
大野 敏信 

おおの としのぶ 

自 平成31年4月1日 

至 令和2年3月31日 

（２年） 

昭和60年4月 大阪市採用 

平成20年4月（地独）大阪市立工業研究所 

 有機材料研究部研究主幹 

平成22年4月 同所 有機材料研究部長 

平成24年4月 同所 理事（研究担当） 

平成29年4月（地独）大阪産業技術研究所 

理事（現職） 

・森之宮センター長 

・コンプライアンス

推進委員会委員長 

・入札審査会副会長 

監事 

(非常勤) 

井上 高和 

いのうえ たかかず 

自 平成31年4月1日 

至 令和3年3月31日 

（２年） 

平成15年 4月 司法研修所入所（第57期） 

平成16年10月 裁判官任官（大阪地方裁判所) 

平成20年12月 裁判官退任 

平成20年 4月 林法律事務所入所 

平成28年 4月（地独）大阪府立産業技術総合 

研究所 監事 

平成29年 4月（地独）大阪産業技術研究所 

       監事（現職） 

令和元年 9月 林法律事務所退所 

令和元年10月 井上法律事務所開設 

－ 

監事 

(非常勤) 

見鳥 信吉 

みとり のぶよし 

 

自 平成31年4月1日 

至 令和3年3月31日 

（２年） 

平成2年10月 陽光監査法人入所 

 (平成4年7月センチュリー監査法人と統合) 

平成9年12月 センチュリー監査法人退所 

平成10年1月 見鳥公認会計士事務所開設 

平成19年6月 監査法人だいち 社員就任 

平成21年1月 監査法人だいち 社員退職 

平成28年4月（地独）大阪府立産業技術総合 

研究所 監事 

平成29年4月（地独）大阪産業技術研究所 

      監事（現職） 

－ 

 

(5) 常勤職員の状況（令和２年３月31日現在） 

常勤職員数 
前年３月３１

日からの増減 
平均年齢 出向者数 

２３７ ３人 ４６．９歳 
大阪府 大阪市 民間 

５人 ３人 －人 
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２ 財務諸表の要約 

(1) 要約した財務諸表 

① 貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 土地 

 建物等 

 機械・工具器具等 

 図書等 

 減価償却累計額 

 建設仮勘定 

 無形固定資産 

 その他資産 

流動資産 

 現金・預金 

 未収入金 

 その他流動資産 

14,693 

6,399 

10,318 

5,242 

16 

△7,553 

226 

45 

0 

1,356 

1,274 

76 

6 

固定負債 

 資産見返負債 

 長期リース債務 

 その他固定負債 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 リース債務 

 未払金 

 その他流動負債 

1,869 

1,754 

115 

1 

757 

79 

44 

538 

96 

負債合計 2,626 

純資産の部  

地方公共団体出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

14,479 

△1,950 

894 

純資産合計 13,423 

資産合計 16,049 負債純資産合計 16,049 

   ※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 

 

  ② 損益計算書 

                              （単位：百万円） 

科 目 金 額 

経常費用（A） 3,857 

業務費 

人件費 

試験研究費 

受託、共同等研究費 

一般管理費 

人件費 

管理運営費 

  3,349 

2,119 

1,146 

84 

507 

393 

115 

経常収益（B） 3,925 

運営費交付金収益 

使用料・手数料収益 

受託、共同等研究収益 

資産見返戻入 

その他収益 

2,866 

561 

98 

332 

68 

臨時損失（C） － 

臨時利益（D） － 

目的積立金取崩額（E） 18 

前中期目標期間繰越積立金取崩（F） 25 

当期総利益(B)+(D)+(E)+(F)- (A)-(C) 110 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

                              （単位：百万円） 

科 目 金 額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 833 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △566 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △37 

Ⅳ 資金増加額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 230 

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 1,044 

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 1,274 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

                              （単位：百万円） 

科 目 金 額 

Ⅰ 業務費用 3,163 

   損益計算書上の費用 

   （控除）自己収入等 

3,857 

△694 

Ⅱ 損益外減価償却相当額 409 

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 8 

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 69 

Ⅴ 機会費用 4 

Ⅵ 行政サービス実施コスト 3,652 

 

 (2) 財務諸表の科目説明 

① 貸借対照表 

（資 産） 

土 地       ：土地 

    建物等       ：建物、構築物 

    機械・工具器具等  ：機械装置、車両運搬具、工具器具備品 

    図書等       ：図書、美術品 

    減価償却累計額   ：上記固定資産の減価償却累計額 

無形固定資産    ：特許権、ソフトウェア、電話加入権、特許権仮勘定 

その他資産     ：差入保証金 

現金・預金     ：現金及び預金 

    未収入金      ：期末における未収入金 

その他流動資産   ：たな卸資産、未収消費税等、立替金 
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（負 債） 

資産見返負債    ：運営費交付金、補助金、寄附金、譲渡を財源として取得

した固定資産残高の見合いで計上される負債 

長期リース債務   ：契約期間が１年を超えるファイナンス・リース契約に基

づくリース債務 

その他固定負債   ：長期預り保証金 

リース債務     ：１年以内に支払期限が到来するファイナンス・リース契

約に基づくリース債務 

    未払金       ：期末における未払金 

その他流動負債   ：未払消費税等、前受金、預り金、未払費用 

（純資産） 

地方公共団体出資金 ：大阪府、大阪市からの出資金であり法人の財産的基礎を

構成するもの 

資本剰余金     ：資本金及び利益剰余金以外の純資産であって、贈与資本

及び評価替え資本が含まれる 

利益剰余金     ：法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

② 損益計算書 

（経常費用） 

  業務費       ：法人の研究等業務に要した経費 

人件費       ：給与、賞与、法定福利費等研究業務に従事する職員に要

する経費 

   試験研究費     ：研究業務に要する経費（人件費、受託・共同研究費を除

く） 

   受託、共同等研究費 ：受託研究、共同研究などの外部資金による研究経費 

一般管理費     ：法人の管理運営に要した経費 

人件費       ：給与、賞与、法定福利費等管理部門に従事する職員に要

する経費 

管理運営費     ：管理運営に要した経費（人件費を除く） 

（経常収益） 

   運営費交付金収益  ：大阪府及び大阪市から交付を受けた運営費交付金 

事業収益      ：使用料、手数料などの収益 

受託、共同等研究収益：受託研究、共同研究などの外部資金収益 

資産見返戻入    ：運営費交付金、補助金、寄附金、譲渡を財源として取得

した固定資産の減価償却費の見合いで計上される収益 

その他収益     ：特許権収入、科研費間接費収入など事業収入以外の自己

収入 

    臨時損失      ：固定資産除売却損、減損損失、過年度損益修正額 
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    臨時利益      ：固定資産売却益、過年度損益修正額 

前中期目標期間 

繰越積立金取崩額 ：前中期目標期間の積立金に関して設立団体の長の承認を

受け繰越した積立金の取崩額 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動による 

キャッシュ・フロー：サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービ

スの購入による支出等、投資活動及び財務活動以外の取

引によるキャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー：通常の業務活動の実施の基礎となる固定資産の取得及び

売却、投資資産の取得及び売却等によるキャッシュ・フ

ロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出及び借入れ・返済による

収入・支出等、資金の調達及び返済によるキャッシュ・

フロー 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用      ：損益計算書上の費用から自己収入等を差し引いた額 

損益計算書上の費用 ：損益計算書における費用相当額 

（控除）自己収入等 ：運営費交付金に基づく収益及び国又は地方公共団体から

の補助金等に基づく収益以外の収益 

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予

定されないものとして特定された資産の減価償却相当額 

引当外賞与 

増加（減少）見積額：賞与に充てるべき財源措置が運営費交付金により行われ

ることにより、引当金を計上しないこととした場合の賞

与増加見積額 

引当外退職給付 

増加（減少）見積額：退職給付に充てるべき財源措置が運営費交付金により行

われることにより、引当金を計上しないこととした場合

の退職給付増加見積額 

機会費用      ：地方公共団体からの出資に対し国債等の利回りを乗じて計

算した機会費用 
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３ 財務情報 

(1) 財務諸表の概要 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要

な財務データの分析（内容） 

（経常費用） 

令和元年度の経常費用は3,857百万円となりました。前年度と比較して127百万

円増（3.4%増）となっております。これは、人件費が105百万円増（4.4%増）と

なったことが主な要因です。 

 

（経常収益） 

令和元年度の経常収益は3,925百万円となりました。前年度と比較して35百万

円増（0.9%増）となっております。これは、運営費交付金収益が37百万円増（

1.3%増）となったことが主な要因です。 

 

（当期総利益） 

令和元年度の当期総利益は110百万円となりました。前年度と比較して71百万

円減（39.2%減）となっております。 

 

（資産） 

令和元年度末現在の総資産額は16,049百万円となりました。前年度末と比較し

て253百万円減（1.6%減）となっております。これは、有形固定資産が492百万

円減（3.2%減）及び流動資産の現金及び現金が230百万円増（22.0％増）となっ

たことが主な要因です。 

 

（負債） 

令和元年度末現在の負債合計は2,626百万円となりました。前年度末と比較し

て531百万円増（25.4%増）となっております。これは、固定負債が278百万円増

（17.5%増）、流動負債の未払金が240百万円減（80.3%減）となったことが主な

要因です。 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度の業務活動によるキャッシュ・フローは833百万円の収入となりま

した。前年度と比較して185百万円の収入増（28.5%増）となっております。これ

は、運営費交付金収入が244百万円増（7.8%増）となったことが主な要因です。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度の投資活動によるキャッシュ・フローは566百万円の支出となりま
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した。前年度と比較して44百万円の支出増（8.4%増）となっております。これは

、有形固定資産の取得による支出が51百万円増（9.9%増）となったことが主な要

因です。 

 

表 主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

区 分 平成30年度 令和元年度 

経常費用 3,730 3,857 

経常収益 3,890 3,925 

当期総利益 181 110 

資産 16,302 16,049 

負債 2,095 2,626 

利益剰余金 903 894 

業務活動によるキャッシュ・フロー 648 833 

投資活動によるキャッシュ・フロー △522 △566 

資金期末残高 1,044 1,274 

    

 

表 事業損益の経年比較（セグメント情報） 

（単位：百万円） 

区 分 平成30年度 令和元年度 

和 泉センター 102 83 

森之宮センター 79 28 

合 計 181 110 

 

 

表 総資産の経年比較（セグメント情報） 

（単位：百万円） 

区 分 平成30年度 令和元年度 

和 泉センター 10,964 10,754 

森之宮センター 5,338 5,295 

合 計 16,302 16,049 

 

  ② 行政サービス実施コスト計算書の分析（内容） 

表 事業損益の経年比較 

（単位：百万円） 

区 分 平成30年度 令和元年度 

事業費用 3,037 3,163 

うち損益計算書上の費用 3,730 3,857 

うち自己収入等 △693 △694 

損益外減価償却相当額 419 409 

損益外除売却差額相当額 - - 

引当外賞与増加（減少）見積額 4 8 

引当外退職給付増加（減少）見積額 60 69 
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機会費用 - 4 

行政サービス実施コスト 3,520 3,652 

 

 

(2) 重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した施設等及び当年度において継続中の施設等の新設・拡充 

    該当事項はございません。 

 

② 当事業年度中に処分した施設等 

    該当事項はございません。 

 

(3) 予算及び決算の概要 

                                （単位：百万円） 

区分 
平成 30 年度 令和元年度 

決算 予算 決算 差額理由 

収入 3,937   4,325 4,271  

運営費交付金 3,139 3,363 3,383 （注１） 

施設整備費補助金  0 0  0  

 事業収入 550 556 558  

 外部資金研究費等 149 140 160  

 その他収入 84 85 71  

 目的積立金取崩額 0 65 20  

 前中期目標期間繰越積立金取崩 14 114 78  

支出 3,767 4325 4,150  

 業務費 3,150 3,335 3,288 （注２、３） 

 施設整備費 159 505 416  

 一般管理費 458 484 447 （注２） 

（注１） 退職予定者増に伴う退職手当所要額増額によるものです。 

（注２） 時間外勤務削減等による人件費の節減によるものです。 

（注３） 大規模改修工事の一般競争入札実施に伴う入札差金によるものです。 

 

 (4) 業務経費等の削減 

環境測定業務委託の契約更新にあたり、両センターでの契約事務を一本化したこと

により、業務効率化及び経費削減を図りました。 

 

４ 事業の説明 

(1) 財源の内訳 
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  当法人は平成29年４月１日に２法人が新設合併されたものであり、合併前の法人は

、現在の和泉センターが旧地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（設置は大

阪府）、森之宮センターが旧地方独立行政法人大阪市立工業研究所（設置は大阪市）

となっております。 

  法人の運営にかかる設置団体からの運営費交付金は、現在も和泉センターが大阪府

から、森之宮センターが大阪市からそれぞれ交付されていることから、法人の決算に

あたってのセグメント区分はセンターごととしております。 

 当法人の経常収益は３，９２５百万円で、その内訳は運営費交付金収益２，８６６

百万円（収益の７３．０％）、機器使用料などの使用料収益１９０百万円（４．８％

）、依頼試験手数料などの手数料収益３７２百万円（９．５％）などとなっておりま

す。 

  これを各センター別で区分すると、和泉センターの経常収益は２，３５２百万円で

、その内訳は運営費交付金収益１，７０１百万円（収益の７２．３％）、使用料収益

１７３百万円（７．３％）、手数料収益１７４百万円（７．４％）など、森之宮セン

ターの経常収益は１，５７３百万円で、その内訳は運営費交付金収益１，１６４百万

円（収益の７４．０％）、使用料収益１７百万円（１．１％）、手数料収益１９８百

万円（１２．６％）などとなっております。 

 

(2) 財務情報及び業務実績の説明 

   当法人和泉センター、森之宮センターにおける収支状況は以下のとおりとなってお

ります。 

   なお、業務実績については「地方独立行政法人大阪産業技術研究所 令和元事業年

度にかかる業務の実績に関する報告書」を参照してください。 

 

【和泉センター】 

                                （単位：百万円） 

区分 
令和元年度 

予算 決算 差額理由 

収入   2,749 2,690  

運営費交付金 2,142 2,162 （注１） 

 事業収入 344 343  

 外部資金研究費等 70 92  

 その他収入 69 50  

 前中期目標期間繰越積立金取崩 58 23  

 目的積立金取崩額 65 20  

支出 2,749 2,607  

 業務費 2,004 1,985 （注２） 

 施設整備費 455 370 （注３） 
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 一般管理費 290 252 （注４） 

※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 

（注１） 退職予定者増に伴う退職手当所要額増額によるものです。 

（注２） 時間外勤務削減等による人件費の節減や機器の一般競争入札の実施に伴う入札差金によ

るものです。 

（注３）３Ｄ造形技術開発センター（仮称）改修工事の出来高に伴う支出減によるものです。 

（注４）時間外勤務削減等による人件費の節減によるものです。 

 

【森之宮センター】 

                               （単位：百万円） 

区分 
令和元年度 

予算 決算 差額理由 

収入   1,576 1,581  

運営費交付金 1,221 1,221  

 事業収入 212 215  

 外部資金研究費等 70 68  

 その他収入 17 21  

 前中期目標期間繰越積立金取崩 56 55  

支出 1,576 1,543  

 業務費 1,331 1,303 （注１） 

 施設整備費 50 45  

 一般管理費 194 195  

※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 

 

（注１）時間外勤務削減等による人件費の節減によるものです。 

 


